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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 103,498 7.5 1,167 87.2 1,444 58.5 720 46.1
22年3月期 96,317 △9.6 623 △40.2 911 △26.2 493 2.6

（注）包括利益 23年3月期 608百万円 （△23.7％） 22年3月期 796百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 82.82 ― 7.2 3.0 1.1
22年3月期 56.70 ― 5.2 2.0 0.6

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 45,923 10,175 22.2 1,169.07
22年3月期 49,627 9,757 19.7 1,121.80

（参考） 自己資本   23年3月期  10,175百万円 22年3月期  9,757百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 4,953 442 △6,590 1,483
22年3月期 △4,794 △1,264 6,991 2,677

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 10.00 ― 12.50 22.50 195 39.7 2.1
23年3月期 ― 10.00 ― 16.00 26.00 226 31.4 2.3

24年3月期(予想) ― 10.00 ― 15.00 25.00 20.9

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 50,000 3.5 500 34.1 650 24.0 340 28.1 39.06
通期 108,000 4.3 1,500 28.5 1,800 24.6 1,040 44.3 119.49



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 8,798,782 株 22年3月期 8,798,782 株

② 期末自己株式数 23年3月期 95,022 株 22年3月期 100,622 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 8,701,060 株 22年3月期 8,698,160 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 100,648 7.6 1,068 66.2 1,346 44.0 679 34.1
22年3月期 93,537 △7.1 643 △27.9 934 △15.0 506 32.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 78.13 ―

22年3月期 58.28 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 44,686 9,724 21.8 1,117.33
22年3月期 48,434 9,346 19.3 1,074.51

（参考） 自己資本 23年3月期  9,724百万円 22年3月期  9,346百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続は実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 48,000 2.3 600 24.5 310 27.3 35.62
通期 104,000 3.3 1,700 26.3 980 44.2 112.60



  

  

○添付資料の目次

１．経営成績 …………………………………………………………………………………………………………………  2

（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2

（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  5

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  5

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  6

３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  7

（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  7

（２）目標とする経営指標 ………………………………………………………………………………………………  7

（３）中長期的な会社の経営戦略 ………………………………………………………………………………………  7

（４）会社の対処すべき課題 ……………………………………………………………………………………………  8

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  9

（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………………  9

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………  11

連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………………  11

連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………………………………  13

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………………  14

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………………  16

（５）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  18

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ……………………………………………………………  18

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ……………………………………………………  21

（８）表示方法の変更 ……………………………………………………………………………………………………  21

（９）追加情報 ……………………………………………………………………………………………………………  21

（10）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………………  22

（セグメント情報等） ………………………………………………………………………………………………  22

（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………………………  24

（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………………………  24

橋本総業㈱（７５７０）　平成23年３月期決算短信

- 1 -



（１）経営成績に関する分析 

 （当期の経営成績） 

 当連結会計年度のわが国の建設業界は、民間住宅投資においては堅調でありましたが、民間非住宅投資の低迷、政

府投資の大幅な削減により、市場規模は前年比マイナスとなり、東日本大震災の影響による経済の急速な低下もあ

り、先行きの見通しが厳しい中で、推移致しました。 

（建設経済研究所、矢野経済研究所資料より当社推定）

  

 このような状況下、当社グループは一層のシェアアップと新規開拓を目指し、以下の基本戦略の下、具体的展開に

取組んでまいりました。 

 その結果、連結ベースの売上高は 百万円（前年同期比 ％）、売上総利益は 百万円（同 ％）

となりました。販売費及び一般管理費は 百万円（同 ％）で営業利益は 百万円（同 ％）とな

り、経常利益は 百万円（同 ％）となりました。 

 特別損益は、東日本大震災による損失や120周年記念事業費などにより 百万円の計上となり、当期純利益は

百万円（同 ％）となりました。 

  

１．経営成績

１．３つのフルの追求（成長戦略） － 事業分野の拡大 

①フルカバー － (どこでも）県別に対応できる体制作り 

②フルライン －  (何でも）お客様が望む商品は何でも提供できる体制作り 

③フル機能 － (どんなことでも）基本６機能と工程９機能の充実 

２．みらい活動（ネットワーク戦略） － ネットワーク作り 

①みらい会 － (みんなの会）県別（支店別）に展開 

②みらい市 － (みんなの市）行って、見て、買ってよかったみらい市 

③みらいチャンネル － (知のハブ）いつでも、どこでも、何でもわかり、手配できる 

３．改善活動（改善戦略） － 仕事すいすい 

①人作り － (みらいスクール）業界のプロの人材育成（資格、基本、商材） 

②しくみ作り － (みらいプラン)一貫した流れの構築（ＳＣＭ） 

③しかけ作り － (みらいセット）見える化、職場改善、層別ＩＴ展開 

103,498 ＋7.5 9,666 ＋8.6

8,499 ＋2.7 1,167 ＋87.2

1,444 ＋58.5

△106

720 ＋46.1
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部門別の状況は以下の通りです。 

①管材類 

 新築住宅着工は、戸建住宅及び大都市圏の集合住宅の着工が増え、民間設備投資は業種別に回復しました。当社

グループと致しましては、市況対応、扱いメーカーと商材の拡大に注力致しました。 

 以上の結果、当部門全体の売上高は 百万円（前年同期比 ％）となりました。 

②衛生陶器・金具類 

 住宅は住宅エコポイントや税制優遇措置などから新築を中心に前年より好調に推移、リフォームは前半はやや低

迷したが、後半は需要が回復しました。非住宅は大型物件は少なかったものの改修が増加しました。そのなかで当

社グループと致しましては、エリアの拡大及び店内シェアアップ、取替需要の追求に注力致しました。特に一体

型・節水商品が順調に拡販できたことが成果となっております。 

 以上の結果、当部門全体の売上高は 百万円（同 ％）となりました。 

主要な商品 市場動向 当社の対応 

パイプ 

・素材価格徐々に上昇 

・病院・学校・防災投資増により需要増 

・戸建住宅は樹脂化 

・市況価格対応の仕入と販売 

・在庫の拡充 

・ルート販売におけるシェア拡大 

継手  

・金属系は需要大幅減で価格下落 

・樹脂管の継手は参入メーカー多 

・ステンレス系は素材価格影響大  

・トップメーカーとの協業 

・扱いメーカーの拡大 

・特需部門での販売 

バルブ  

・国内工場設備投資減で落込み大 

・設備系は流通の競争で市況下落  

・弁種の変化進む 

・在庫の調整、充実を進めた 

・市況価格対応の販売体制 

・自動弁の組立て機能の活用 

化成品  

・市況悪化と原料高による値上げ基調 

・公共投資向けは縮減 

・上水道、ストック需要採用へ 

・ルート販売でのシェア拡大 

・扱いメーカーの拡大 

・上水道需要の取込 

土木、その他 

・公共投資向けは縮減 

・下水道は需要が低調 

・引込管関連は新築減の影響で減 

・関西を中心に販売エリア拡張 

・地域毎の給水材料取扱 

・農業用途他の取組 

37,319 ＋7.9

主要な商品 市場動向 当社の対応 

トイレ・水栓

金具 

・新築分野は住宅、非住宅とも好調 ・メーカーと共同した物件追求 

・公共系（学校等）の改修は堅調 ・エリア別、重点販売店との受注推進 

・トイレは超節水4.8リットルシリーズが好調 ・ライバルメーカー主力店への販売強化 

洗面・浴室設

備 

・新築住宅の回復で受注増 

・リフォームは数は横ばいだが新商品売上増加 

・マンションリフォームはスケルトン方式が堅

調 

・工務店・燃料店分野を開拓、拡大 

・販売店様経由リフォーム店への販売強化 

・自社施工体制の強化、広域化 

31,603 ＋2.4
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③住宅設備機器類 

 住宅エコポイントによる補助金制度で、新築・リフォームとも前年比はアップしました。各メーカーとも新商品

を発表し、価格を据え置き商品のグレードアップを図り市場が活性化致しました。当社グループと致しましては、

全国的に主力メーカーとの販売拡大、ショールーム商談会での受注活動、エコ対応商品の拡販に取組み一応の成果

が見られました。 

 以上の結果、当部門全体の売上高は 百万円（同 ％）となりました。 

④空調機器、ポンプ 

 空調機器は第１四半期は低迷したものの、その後の空前の猛暑効果、住宅着工件数の回復、家電エコポイント制

度等の効果で住宅用、業務用ともに大幅伸長しました。換気扇は新築需要の回復とほぼ連動した動きとなり前年を

上回ったものの、ピーク時の70％程度にとどまりました。汎用ポンプも台数的には回復したものの、単品更新需要

が多く、ユニットものが減少して単価ダウンとなり金額的には小幅な上昇となりました。一方、太陽光発電、地デ

ジ対応テレビ、ＬＥＤ照明等は大幅伸長しました。当社グループと致しましては、「エコ＝省エネ」の訴求、販売

店・工事店の組織化、販売地域の拡大に注力致しました。 

 以上の結果、当部門全体の売上高は 百万円（同 ％）となりました。 

  

 （次期の見通し） 

 平成23年度の建設投資は建設経済研究所の予想によると、民間住宅投資（前年比 ％）、民間非住宅投資（同

％）、公共投資（同 ％）、名目建設投資全体（同 ％）と見込まれるものの、当社グループを取り巻

く環境は引き続き厳しいと考えております。 

 このような環境下、当社グループは経営戦略として定めた経営方針（７～８ページ）に基づき、既存分野でのシェ

アアップ、地域密着型の営業を図っていく所存です。 

 売上につきましては、前年比 ％増の 百万円を見込みました。売上総利益につきましては、仕入、販売価

格の管理強化により利益率の向上に注力し、一般管理費につきましては、コスト削減を図り前年と同水準を想定して

おります。 

 その結果、営業利益 百万円、経常利益 百万円、当期純利益 百万円を見込んでおります。 

  

主要な商品 市場動向 当社の対応 

給湯機器 

・ガス機器は省エネ・高効率給湯器が伸長 

  

・石油機器は堅調 

・エコキュートは震災前はオール電化対応で伸長 

・省エネ・高効率給湯器の全国での取組み推

進 

・主力メーカー地方在庫化による全国的販売

・オール電化を主力販売店との研修・販売 

キッチン設備 

・新築・リフォームとも堅調 

・各社新商品の発表、価格据え置きのグレードアッ

プ 

・大手メーカーの統合 

・主力メーカーと主力販売店との連携営業 

・ショールーム商談会による受注活動 

・総合住設メーカーとの協業 

15,975 ＋11.7

主要な商品 市場動向 当社の対応 

空調機器 

・家庭用、業務用ともに猛暑効果で伸長 ・売れる店の拡大、全支店での販売強化 

・改正省エネ法対応の需要喚起課題 ・主力販売店の傘下工事業者の組織化 

・空気清浄機は活況 ・全メーカー対応 

換気機器 

・住宅用は着工件数にほぼ比例した動きで前年より

増加 

・産業用もＶ字回復とまではいかないが台数的には

前年より大幅増加 

・全熱交換型がシェア拡大 

・２大メーカー中心に販売全国化 

  

・地域内での販売店拡大 

  

・メーカー共同による物件追求活動 

ポンプ・水槽 

・更新需要が増加、台数的には回復 ・売れる販売店拡大 

・消火ポンプは公共関連、グループホーム等を中心

に拡大 

・家庭用ポンプの販売シェア拡大 

  

・産業用は急減からやや上向きへ  ・農水、産機、土木関連の取組み 

17,995 ＋12.9

＋4.2

△0.8 ＋20.8 ＋8.3

4.3 108,000

1,500 1,800 1,040
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（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて、 百万円減少（ ％）し、 百万

円となりました。 

 これは主に、資金調達手段を変更し手形ファクタリングの実行を増加させたことによる受取手形の減少等によるも

のです。 

  

 負債合計は、前連結会計年度末に比べて、 百万円減少（ ％）し、 百万円となりました。 

 これは主に、資金調達手段を変更したことによる短期借入金の減少等によるものです。 

  

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、 百万円増加（＋ ％）し、 百万円となりました。 

 これは主に、当期純利益の増加等によるものです。 

  

②キャッシュ・フローの状況  

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ 百万

円減少し、 百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、 百万円（前連結会計年度は 百万円の減少）となりました。これは主に資

金調達手段を変更し手形ファクタリングの実行を増加させたことによる売上債権の減少（当連結会計年度は 百

万円、前年同期は 百万円）及び仕入債務の増加（当連結会計年度は 百万円、前年同期は 百万円）等

によるものです。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の増加は、 百万円（前連結会計年度は 百万円の減少）となりました。これは主に保

険積立金の解約による収入（当連結会計年度は 百万円、前年同期は 百万円）等によるものです。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少は、 百万円（前連結会計年度は 百万円の増加）となりました。これは主に短

期借入金の減少（当連結会計年度は 百万円、前年同期は 百万円）等によるものです。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 利益配分については、収益力の向上を図ることにより、株主に対し安定した配当を行うとともに、業績に応じた利

益還元を行なうことを基本方針としております。 

 内部留保金につきましては、経営環境の変化に対応できる企業体質の確立と、経営基盤の維持に努めてまいりま

す。 

 当期末の配当金につきましては、１株当たり配当金は16円00銭（普通配当15円00銭、記念配当１円00銭）となりま

す。これにより、中間配当金を含めました当期の年間配当金は26円00銭を予定しております。 

 また、次期の配当に関しましても、１株当たりの配当金は中間配当金10円00銭、期末配当金15円00銭を予定してお

ります。 

 今後とも収益向上に努め、株主皆様のご期待にお応えすべく、更なる株主還元も検討してまいりたく存じます。  

  

3,703 △7.5 45,923

4,121 △10.3 35,748

417 4.3 10,175

1,194

1,483

4,953 4,794

1,221

△6,152 1,747 447

442 1,264

1,258 51

6,590 6,991

△7,200 6,000
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（１）事業の内容 

 当社グループは、当社、子会社（大明工機株式会社）により構成されており、管材類、衛生陶器・金具類、住宅

設備機器類、空調・ポンプの販売を主たる業務としております。 

 事業系統図は下記のとおりです。 

 

  

（２）関係会社の状況 

 最近の有価証券報告書（平成22年６月25日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、「関

係会社の状況」の開示を省略しております。 

  

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、 

を企業理念として掲げ、今後共、社会に貢献できる企業を目指してまいります。 

  

 そのために以下のビジョンを掲げ、「７つのステークホルダーのみなさま（当社グループに関心を持って頂ける

方々）」から「ありがとう」と言って頂ける企業を目指してまいります。 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、事業の成長、収益力の向上、財務体質の強化を目的に、以下の経営指標を目標としています。

（３）中期的な会社の経営戦略 

 当社グループの取り巻く環境トレンドは、下記の通りと考えております。 

（建設経済研究所、矢野経済研究所資料より当社推定）

 当社グループは、中期に目指す姿として 

を掲げております。 

  

３．経営方針

『環境・設備商品の流通とサービスを通じて、快適な暮らしを提供する』 

・設備のベストコーディネーター 

－施主さま、工事業者さまに、ベストな設備をご提案  

・流通としてベストパートナー  

－得意先さま、仕入先さま、当社グループで３位１体のベストなしくみの構築  

・会社としてベストカンパニー  

－株主さま、社員、社会からベストといわれる会社づくり  

 ・収益性（営業利益率の毎年0.5％改善） 

・成長性（売上成長10％） 

・安定性（自己資本の10％増加） 

・３つのフル － フルカバー、フルライン、フル機能 

・みらい活動 － みらい会、みらい市、みらい情報 

・改善活動  － 人作り、しくみ作り、しかけ作り 
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 そして、中期的な経営戦略では以下の基本戦略に具体的に取り組んでまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 

 当社グループを取り巻く環境は、建設投資の動向、素材高に伴う価格変動、市場競争の激化、法的規制への対応

等、今後とも厳しい状況が予想されます。 

 このような環境下、当社グループは中長期的に利益ある成長を続けるために、「３つのフルの追求」「みらい活

動」「改善活動」といった中期戦略を具体的に推進すると共に、今期の課題である、「予算の達成」「増分への取

組み」「改善への取組み」を行ってまいります。 

   

１．３つのフルの追求（成長戦略）－ 事業分野の拡大 

 ①フルカバー    － （どこでも）県別に対応できる体制作り 

 ②フルライン    － （何でも）お客様が望む商品はワンストップでご提供 

 ③フル機能     － （どんなことでも）基本７機能と工程９機能の充実 

  

２．みらい活動（ネットワーク戦略）－ 業界最大のネットワーク作り 

 ①みらい会     － （みんなの会）県別（支店別）に展開 

 ②みらい市     － （みんなの市）行って、見て、買ってよかったみらい市 

 ③みらい情報    － （みんなの知恵）いつでも、どこでも、何でもわかり、手配できる 

  

３．改善活動（改善戦略） － 生産性の向上 

 ①人作り       － (みらいスクール）業界プロの人材育成（資格、基本、商材） 

 ②しくみ作り     － (みらいプラン）一貫した流れの構築（ＳＣＭ） 

 ③しかけ作り     － (みらいセット）見える化、職場改善、層別ＩＴ展開 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,677 1,483

受取手形及び売掛金 24,106 22,508

商品 4,240 4,089

繰延税金資産 182 175

その他 1,236 1,266

貸倒引当金 △63 △79

流動資産合計 32,380 29,445

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,146 4,240

減価償却累計額 △1,934 △2,060

建物及び構築物（純額） 2,211 2,179

機械装置及び運搬具 138 159

減価償却累計額 △108 △124

機械装置及び運搬具（純額） 30 34

土地 6,666 6,666

その他 293 350

減価償却累計額 △187 △226

その他（純額） 106 123

有形固定資産合計 9,015 9,004

無形固定資産   

その他 175 291

無形固定資産合計 175 291

投資その他の資産   

投資有価証券 3,949 3,801

長期貸付金 1,178 826

破産更生債権等 187 903

保険積立金 2,436 1,506

敷金及び保証金 554 353

その他 556 533

貸倒引当金 △807 △742

投資その他の資産合計 8,056 7,181

固定資産合計 17,246 16,478

資産合計 49,627 45,923
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,308 22,062

短期借入金 10,000 2,800

1年内返済予定の長期借入金 1,155 2,513

1年内償還予定の社債 40 40

未払法人税等 175 427

預り金 54 57

賞与引当金 211 216

その他 428 605

流動負債合計 32,374 28,722

固定負債   

社債 160 120

長期借入金 4,489 3,975

繰延税金負債 956 998

再評価に係る繰延税金負債 457 457

退職給付引当金 484 505

役員退職慰労引当金 261 236

預り保証金 684 700

その他 0 31

固定負債合計 7,494 7,025

負債合計 39,869 35,748

純資産の部   

株主資本   

資本金 542 542

資本剰余金 434 434

利益剰余金 8,575 9,099

自己株式 △106 △100

株主資本合計 9,445 9,976

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 45 △66

土地再評価差額金 266 266

その他の包括利益累計額合計 311 199

純資産合計 9,757 10,175

負債純資産合計 49,627 45,923
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 96,317 103,498

売上原価 87,418 93,831

売上総利益 8,898 9,666

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 1,163 1,175

給与手当 3,306 3,397

賞与引当金繰入額 211 216

貸倒引当金繰入額 2 78

退職給付費用 169 168

役員退職慰労引当金繰入額 0 0

その他 3,422 3,463

販売費及び一般管理費合計 8,275 8,499

営業利益 623 1,167

営業外収益   

受取利息 127 136

受取配当金 24 30

仕入割引 458 497

賃貸収入 284 255

その他 95 84

営業外収益合計 990 1,004

営業外費用   

支払利息 181 186

手形売却損 83 70

売上割引 267 281

賃貸費用 91 92

その他 79 96

営業外費用合計 702 727

経常利益 911 1,444

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 21

役員退職慰労引当金戻入額 － 6

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 0 28
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

投資有価証券売却損 0 －

固定資産除却損 2 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27

120周年記念事業費 － 53

ゴルフ会員権評価損 1 0

災害による損失 － 49

その他 0 1

特別損失合計 4 134

税金等調整前当期純利益 907 1,338

法人税、住民税及び事業税 163 492

法人税等調整額 250 125

法人税等合計 414 618

少数株主損益調整前当期純利益 － 720

当期純利益 493 720
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 720

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △112

その他の包括利益合計 － △112

包括利益 － 608

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 608

少数株主に係る包括利益 － －

橋本総業㈱（７５７０）　平成23年３月期決算短信

- 13 -



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 542 542

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 542 542

資本剰余金   

前期末残高 434 434

当期変動額   

自己株式の処分 － △0

自己株式処分差損の振替 － 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 434 434

利益剰余金   

前期末残高 8,299 8,575

当期変動額   

剰余金の配当 △217 △195

当期純利益 493 720

自己株式処分差損の振替 － △0

当期変動額合計 275 524

当期末残高 8,575 9,099

自己株式   

前期末残高 △106 △106

当期変動額   

自己株式の処分 － 5

当期変動額合計 － 5

当期末残高 △106 △100

株主資本合計   

前期末残高 9,170 9,445

当期変動額   

剰余金の配当 △217 △195

当期純利益 493 720

自己株式の処分 － 5

当期変動額合計 275 530

当期末残高 9,445 9,976
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △258 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 303 △112

当期変動額合計 303 △112

当期末残高 45 △66

土地再評価差額金   

前期末残高 266 266

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 266 266

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 7 311

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 303 △112

当期変動額合計 303 △112

当期末残高 311 199

純資産合計   

前期末残高 9,178 9,757

当期変動額   

剰余金の配当 △217 △195

当期純利益 493 720

自己株式の処分 － 5

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 303 △112

当期変動額合計 579 417

当期末残高 9,757 10,175
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 907 1,338

減価償却費 189 243

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15 20

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0 △25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 72

賞与引当金の増減額（△は減少） △26 4

受取利息及び受取配当金 △152 △167

支払利息 181 186

手形売却損 83 70

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

売上債権の増減額（△は増加） △6,152 1,221

たな卸資産の増減額（△は増加） △46 188

仕入債務の増減額（△は減少） 447 1,747

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27

その他 △236 331

小計 △4,774 5,261

利息及び配当金の受取額 139 152

利息の支払額 △257 △261

法人税等の支払額 △68 △229

法人税等の還付額 166 29

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,794 4,953

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △110 －

投資有価証券の取得による支出 △448 △198

投資有価証券の売却及び償還による収入 64 63

短期貸付金の増減額（△は増加） △114 △348

長期貸付けによる支出 △29 △2

長期貸付金の回収による収入 117 122

有形固定資産の取得による支出 △102 △192

ソフトウエアの取得による支出 － △156

保険積立金の積立による支出 △564 △327

保険積立金の解約による収入 51 1,258

敷金及び保証金の差入による支出 － △36

敷金及び保証金の回収による収入 － 239

その他 △128 21

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,264 442
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 6,000 △7,200

長期借入れによる収入 2,700 2,100

長期借入金の返済による支出 △1,591 △1,255

社債の発行による収入 200 －

社債の償還による支出 △100 △40

配当金の支払額 △216 △194

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,991 △6,590

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 932 △1,194

現金及び現金同等物の期首残高 1,745 2,677

現金及び現金同等物の期末残高 2,677 1,483
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 該当事項はありません。  

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

大明工機株式会社 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

大明工機株式会社 

  (2)非連結子会社名称等 

該当事項はありません。 

(2)非連結子会社名称等 

同 左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法の適用会社はありません。 同 左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

同 左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)たな卸資産 

商品……総平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算

定） 

(イ)たな卸資産 

商品……  同 左 

  (ロ)有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(ロ)有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等による時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同 左 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同 左 

  (ハ)デリバティブ 

時価法 

(ハ)デリバティブ 

同 左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）……定額

法 

 但し連結子会社は定率法（平成10

年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については定額

法） 

その他……定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ４年～17年 

(イ)有形固定資産 

同 左 

橋本総業㈱（７５７０）　平成23年３月期決算短信

- 18 -



  

項目 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (ロ)無形固定資産 

 のれんについては、取得後５年間の

均等償却、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

(ロ)無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法  

  (ハ)長期前払費用 

定額法 

(ハ)長期前払費用 

同 左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(イ)貸倒引当金 

同 左 

  (ロ)賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づく連結会計年度負担

額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

同 左 

  (ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、連結子会社については簡便法

により計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理することとしております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。  

(ハ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、連結子会社については簡便法

により計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理することとしております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。  

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響はありません。  

  

  (ニ)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づき、連結会計年度末要

支給額の100％を計上しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

同 左 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

(4) 重要なヘッジ会計の方

法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(イ)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

 また、通貨スワップについて振当処

理の要件を満たしている場合には振当

処理を行っております。 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

・ヘッジ対象 

借入金、預金 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象  

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ取引 借入金、預金 

通貨スワップ取引 外貨建借入金 

  (ハ)ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシュ・

フローを固定する目的でヘッジ取引を

行っております。 

(ハ)ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシュ・

フローを固定する目的で金利スワップ

取引を行い、また外貨建取引の為替相

場の変動リスクを回避する目的で通貨

スワップ取引を行っております。 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしておりますので、有効性の評価を

省略しております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしておりますので、有効性の評価を

省略しております。 

 また、通貨スワップについては、ヘ

ッジの有効性が高いと認められるた

め、有効性の評価を省略しておりま

す。 

(5) 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

─────  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。  

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

───── 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

───── 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

───── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業利益及び経常利益は 百万円、税金等

調整前当期純利益は 百万円減少しております。 

0

27

（８）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

───── （連結損益計算書関係） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。  

───── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．投資活動によるキャッシュ・フローの「敷金及び保証

金の差入による支出」（前連結会計年度 百万円）及

び「敷金及び保証金の回収による収入」（前連結会計年

度 百万円）は、前連結会計年度では「その他」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「ソフトウエア

の取得による支出」（前連結会計年度 百万円）

は、前連結会計年度では「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。  

△5

4

△105

（９）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

─────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社グループは、主に管工機材・住宅設備機器等の卸業者として、管材類、衛生陶器・金具類、住宅設備機

器類及び空調機器類の仕入、販売を行っております。 

 当該事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略

しております。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社グループは、取り扱う商品・サービスについて包括的に戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。 

 したがって、当社グループは、商品・サービス別のセグメントから構成されており、「管材類（管材、継

手類、バルブ類、化成品類、工具関連器材）」、「衛生陶器・金具類」、「住宅設備機器類（給湯、厨房関

連等）」及び「空調・ポンプ」の４つを報告セグメントとしております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

 販売費及び一般管理費をセグメント別に把握することが困難である為、セグメント利益は売上総利益であ

ります。 

 なお、資産、負債その他につきましては、事業セグメント別の管理を行っておりません。  

  

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流受託、情報システム及

び太陽光発電機器等を含んでおります。また、セグメント別に把握することが困難な売上値引き（

百万円）を控除しております。  

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

 報告セグメントとその他の売上高の合計額、セグメント利益の合計額は、それぞれ連結損益計算書の売上

高、売上総利益と一致しております。  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

   

   

報告セグメント  
その他 

(注) 
合計 

管材類 
衛生陶器・ 

金具類 

住宅設備 

機器類 
空調・ポンプ 計 

売上高   37,319  31,603  15,975  17,995   102,893   605   103,498

セグメント利益  4,121  2,761  1,223  1,358   9,465   201  9,666

136

ｅ．関連情報

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,121 80

１株当たり当期純利益金額 円 銭56 70

１株当たり純資産額 円 銭1,169 07

１株当たり当期純利益金額 円 銭82 82

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当期純利益（百万円）  493  720

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  493  720

期中平均株式数（株）  8,698,160  8,701,060

（重要な後発事象）
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